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ポストコロナにおける日本の出生変動とその政策的対応 

―韓国および欧米先進国との比較― 
 

増田 幹人（駒澤大学経済学部） 

 

要旨 

本研究は、ポストコロナにおける日本の出生変動について、コロナ危機が出生に及ぼす影響の

視点から示した。具体的には、コロナ危機開始当初の出生率の急低下への影響だけでなく、コロ

ナ危機開始からしばらく経過した後の急低下・反動増後の時期においても出生がコロナ危機から

どれだけ負の影響を受けていたかについて、マクロ的な視点に基づき、韓国および欧米先進国と

の比較を交えながら定量的な分析を行った。また、コロナ危機により強められた日本の少子化に対

する政策的対応についても考察を行った。その結果、各国の月次の合計特殊出生率による回帰

分析の推定結果を用いたクロスセクション回帰分析からは、コロナ危機が出生率の急低下・反動増

後の負のトレンドに影響を与えているという結果を示すことはできなかった。ただし、国ごとの月次

の合計特殊出生率を用いて急低下・反動増前後のトレンドの比較を詳細に行った結果、日本では

この時期の前の負のトレンドよりも後の負のトレンドの方が強く、韓国、スペイン、イタリアでは逆であ

ることが示された。このことは、日本の少子化傾向がコロナ危機に起因する負の効果を強く受け、そ

の傾向が強まっている可能性を示唆している。また、出生率の急低下、急低下・反動増後の負のト

レンドいずれも、性別役割分業意識が強いほど低下の程度が強いことも明らかにされた。このこと

は、性別役割分業意識を弱めることによりコロナ危機の出生率に及ぼす負の影響、延いては少子

化傾向を弱めることができることを示唆している。 
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はじめに 

ここ最近、メディア等において、日本の出生数や出生率の低下の原因としてコロナ危機が指摘さ

れることは多い。しかし、これらの根拠となる定量的かつ緻密な研究が十分に蓄積されているとは

言い難い状況にある。特に、コロナ危機開始からしばらく経過した後の時期、すなわち出生率の急

低下・反動増後の平常状態における出生変動がコロナ危機からどの程度影響を受けているかをマ

クロ的視点から検証した研究は、ほとんど存在していない。そこで本研究は、ポストコロナにおける

日本の出生変動について、コロナ危機が出生に及ぼす影響の視点から明らかにする。具体的に

は、コロナ危機開始当初の出生率の急低下への影響だけでなく、コロナ危機開始からしばらく経

過した後の時期においても出生がコロナ危機からどれだけ負の影響を受けていたかについて、マ

クロ的な視点に基づき、韓国および欧米先進国との比較を交えながら定量的な分析を行う。本研

究で行われる分析内容は以下の通りである。 

第一に、先行研究の整理を行うこと等により、本研究の背景や位置づけを明らかにする。第二に、

日本、韓国および欧米先進国について、2018 年 1 月から直近の 2022 年 10 月頃までの月次の合

計特殊出生率の推移を詳しく示すとともに、コロナ危機当初における出生率への影響を確認する。

第三に、国別の月次の合計特殊出生率による回帰分析の推定結果に基づき、コロナ危機開始か

らしばらく経過した急低下・反動増後の時期においても、コロナ危機が出生率に対して負の影響を

与えている可能性があるかどうかを多面的に検証する。まず、コロナ危機が出生に及ぼす影響経

路を理論的に明らかにする。次に、国ごとに出生率の急低下の係数と反動増後のトレンドの係数を

導出し、二つの係数の関係から分析を行う。さらに、急低下した国のうち反動増後も低下傾向が持

続していた国を取り上げ、急低下・反動増前後のトレンド比較からも検証を行う。ここでは、コロナ危

機による急低下や急低下・反動増後のトレンドの国間の違いが、性別役割分業意識の強さと関係

があるかどうかについても分析を行う。そして最後に、以上の分析を踏まえ、コロナ危機により強め

られた日本の少子化に対する政策的対応についても考察を行う。 

 以上の分析は、因果関係を明確にするものではなく、探索的な分析に留まるものではあるが、ポ

ストコロナにおける日本の出生変動について、コロナ危機が出生率に及ぼす影響の視点から示そ

うとするものであり、価値のある情報を提供すると考えられる。 

 

１．研究の背景 

日本のコロナ危機が出生に及ぼした影響を扱った先行研究は多くはなく、特に、コロナ危機開

始からしばらく経過した後の時期における出生変動がコロナ危機から影響を受けているかどうかを

マクロ的視点から検証した研究は、ほとんど存在していないと言ってよい。そこで本研究は、日本の

コロナ危機が出生に及ぼすこうした影響について、韓国および欧米先進国との比較を交えながら、

マクロ的な視点から定量的な分析を行う。ここではまず、日本および他の国におけるコロナ危機の

影響を分析した先行研究の事例を示し、本研究の位置づけや背景を明らかにする。 

なお、コロナ危機の開始は 2020 年 2 月との指摘があり（Aassve et al. 2021）、この頃に妊娠した

場合、その約 9 か月後に出生率の大きな低下が観測される可能性があるが、後で示すように実際
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多くの国でそれが観測されている。これはコロナ危機当初の急低下と捉えることができる。その後、

後述するように、反動増を経験し、その後緩やかなトレンド（平常状態）に戻っているが、その開始

は 2021 年 2～5 月頃に集中している。この緩やかなトレンドの時期を、本論文ではコロナ危機開始

からしばらく経過した後の時期と捉えている。 

 岩澤他（2021）は、日本の出生数や婚姻数の月次データ（対象期間は 2021 年 4 月まで）から総

出生率と総婚姻率を計算し、これらの 12 か月平均値の推移と国立社会保障・人口問題研究所の

「将来推計人口（平成 29 年推計）」の値と比較し、その乖離をコロナ危機による影響として捉え、コ

ロナ危機が出生や結婚に及ぼす影響を明らかにしている。また、増田（2022）では、日本の出生数

と婚姻数の月次データ（対象期間は 2022 年 2 月まで）から計算した合計特殊出生率と合計特殊

婚姻率の季節調整済系列や、他の先進国の合計特殊出生率の季節調整済系列から、コロナ危機

が出生や結婚に及ぼす影響について、その背景要因を交えて詳細に検証を行っている。ここでは

また、都道府県別データを用いることで、コロナ危機当初の影響のみならず、しばらく経過した後の

出生トレンドがコロナ危機から影響を受けているかどうかも検証し、急低下を経験した都道府県グ

ループについてはその可能性を示唆している1。 

 また、経済社会要因を通じたコロナ危機の出生数の変化に対する影響を数量的に検証した研究

も存在している。木滝（2022）は、コロナ危機の拡大が他者に対する信頼の低下や貧困率の上昇

等を通じて出生数の変化（2021 年第 1 四半期の前期比を用いて表したもの）に対して負の影響を

与えていたことを明らかにしている。 

以上はマクロデータを用いた分析であるが、ミクロデータを用いた分析もある。Lappegard et al.

（2022）は、マクロデータから確認された、コロナ危機がノルウェーの出生に及ぼした正の効果につ

いて、個票データからその背景要因について検証している。ここでは、ロックダウン前後（2020 年 3

月 12 日前後）における妊娠女性を比較しているが、その結果この正の効果は、主に出生率が一般

的に高く経済的および社会的に安定した状況にある、28～35 歳の女性やすでに子どもがいる女

性において作用していることを明らかにしている2。 

また、コロナ危機が実際の出生ではなく出生意欲に及ぼす影響について検証した先行研究も存

在している。例えば、Sienicka et al.（2022）はポーランドの個票データ（対象時期は 2020 年 12 月～

2021 年 1 月）、Chen et al.（2022）は中国の個票データ（対象時期は 2022 年 1 月～4 月）、Micelli 

et al.（2020）はイタリアの個票データ（対象時期は 2020 年 3 月）を用いることにより、コロナ危機に

 
1 ここでは、都道府県ごとに、月別の出生数を国全体の出生率が急低下した時期である

2021 年 1月のダミー変数と 1月以降のトレンドダミー変数に回帰し、1 月ダミーの負の値

が大きかった（すなわち有意に負であった）自治体グループについて、これらの係数間の

相関係数を示している。ただし、この分析では回帰分析を行うには至っていない。 
2 本分析では、後述するように月次データとして得られる期間が短いという理由からノル

ウェーを分析対象とはしていない（2022 年 10 月頃まで入手可能である他の国と比較して

2021 年 12 月までしか入手できず短い）。ただし、短いながら時系列の動きを確認すると、

急低下を経験せず、むしろ急上昇を経験しており、後述するオランダ、フィンランド、ス

ウェーデン、デンマーク、ドイツ、オーストリアと同じグループに属する。 
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は出生を断念もしくは先送りにするように意思決定を変更させる影響があったことを明らかにしてい

る。また、Arpino et al. （2021）は、同じくイタリアの個票データを用いることにより、コロナ危機により

もたらされた経済的ショックが出生意欲に及ぼす影響について検証している。ここでは、出生率の

急低下期に影響を与えるその 9 か月前の時期（2020 年 3 月）とともに、出生率の急低下・反動増後

の期間に影響を与えるその 9 か月前の時期（2020 年 10 月）についても検証を行っている3。その結

果、経済的な不安は 2020 年 3 月、10 月いずれの時期についても、出生計画を断念させる確率を

高めていたことを明らかにしている。 

以上の先行研究の整理を概観すると、日本を対象とし、コロナ危機からしばらく経過した後にお

ける出生を対象とし、マクロ的視点から分析を行った研究は増田（2022）のみとなっている。ただし、

そこでの分析は、前述の通り都道府県別データを用いた相関分析に留まるものであった。そこで、

本分析では、日本のコロナ危機が出生に及ぼす影響について、コロナ危機開始当初の影響だけ

でなく、コロナ危機開始からしばらく経過した後の時期においても出生がコロナ危機から影響を受

けているかどうかについて、マクロ的な視点に基づき、韓国および欧米先進国との比較を交えなが

ら定量的な分析を深める。本研究では、コロナ危機が出生へ及ぼす影響の段階の時期を国ごとに

特定化し、性別役割分業意識の国間の違いに基づき、前述の通り先行研究がほとんど行ってこな

かった分析を深めるものであり、その意味において独自性があると言える。また、前述の多くの先行

研究は個票データによる分析だが、この手法では個々人の出生がコロナ危機から影響を受けてい

たことを示せても、国全体の出生にその影響が及んでいるかどうかを明らかにできない。したがって、

マクロな視点に基づき分析する意味も大きいと言える。 

なお、本研究では結婚を直接の分析対象としない4。この理由は以下の通りである。第一は、後

述するように本研究における一つの分析では、各国の月次の合計特殊出生率から導出される急低

下・反動増後の出生トレンドの係数を被説明変数とするクロスセクション回帰モデルの推定を行うた

め、その説明変数として結婚変数を組み入れることも理論的にはあり得たが、それは実際には難し

いと思われるからである。すなわち、ここでは、日本のみならず各国のデータも同時にモデルに組

み入れられるが、その国々には日本のように同棲と婚外出生が少ない国もあれば、北欧諸国のよう

に同棲と婚外出生が多い国もあるため（佐藤 2008）、結婚の影響をすべての国について同じ次元

で把握することは難しい。 

ただし、日本では結婚の目的が子どもを持つことと重なりつつあるとの岩澤（2015）の指摘が示す

ように、出生と結婚の同調性は強く、その意味において、多くのケースで出生に影響を及ぼす要因

 
3 後述するように、イタリアの急低下期は 2020 年 11～12 月、反動増期は 2021 年 1月～3

月である。なお、以上の個票データを用いて分析した先行研究で対象としている国のう

ち、本分析で対象としている国はイタリアだけである。 
4 増田（2022）では、日本の月次の合計特殊婚姻率の推移からコロナ危機が結婚に与える

影響を詳細に検証している。その結果、婚姻率は出生率と異なりある時期に急低下すると

いう現象は起きておらず、コロナ危機により低下傾向は強まるものの、低下は徐々に進ん

でいくという特徴が明らかにされている。 
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は結婚にも影響を及ぼす。したがって、日本のような同棲と婚外出生が少ない国では結婚は出生

の重要な要因ではあるが、諸変数の影響の中に結婚を介した影響も含まれていると解釈すること

ができるので、結婚を出生の説明変数として組み入れなくても大きな問題にはならないと考えられ

る。 

 本研究で結婚を直接の分析対象としない第二の理由は、本研究におけるもう一つの分析が、各

国の合計特殊出生率の月次データとトレンドとの関係に基づくものであり、ここで結婚を変数として

必要としないからである。すなわち、後述するように、この分析では各国の月次の出生率データに

ついて、急低下・反動増前後のトレンド比較からコロナ危機の影響を検証するため、ここに結婚の

影響を考慮する必要はないと考えられる。 

 

２．月次でみた合計特殊出生率の推移とコロナ危機当初の影響 

ここでまず、日本および他の先進諸国における合計特殊出生率の月次の季節調整済系列5,6の

動きを詳しく示すとともに、コロナ危機当初における出生率への影響を確認する。 

まず、増田（2022）に基づき、出生率の動きから先進諸国7を三つのグループに分けた。第一は、

コロナ危機により出生率が急低下し、その後反動増を経験した後、再びコロナ危機直前の水準に

戻り、低下傾向を持続した国々である。日本、韓国、イタリア、スペイン、ポルトガルが該当する。第

二は、コロナ危機により出生率が急低下し、その後反動増を経験した後も、コロナ危機直前と比べ

て平均的にみると高い水準を示した国々である。ベルギー、フランス、アメリカが該当する。第三は、

コロナ危機により特に出生率の急低下を経験せず、むしろその時期に急増を示した国々である。

オランダ、フィンランド、スウェーデン、デンマーク、ドイツ、オーストリアが該当する。図 1～3 には、

これらの国において急低下や反動増等を経験した時期が明記されている（灰色のマーカーは急低 

下もしくは急上昇した時期において観測された時点、黒の四角マーカーは反動増の時期において

観測された時点を表す）。各出生率変動における各段階の時期の詳細や対象期間等は表 1 に示

す通りである。なお、これらの国における急低下や反動増等が生じたとする根拠はセクション 3-2で

詳述する。 

 
5 日本については、15～49 歳の 5歳階級別に厚生労働省「人口動態調査」における出生数

（概数）を総務省統計局「人口推計」における女性人口で除して合計し 5倍した後、年間

指標に変換するため 12倍したものを、X-12-ARIMA で季節調整したものである（曜日・祝

日調整は行っていない）。 
6 他の先進諸国については、ドイツのマックスプランク研究所とオーストリアのヴィエナ

人口研究所が共同で提供している Human Fertility Database（2022 年 12 月更新版）から用い

た。なお、増田（2022）で用いられているものは 2021 年 12 月更新版である。 
7 日本以外の先進国の選定基準としては、増田（2022）と同様に、Human Fertility Database
で用いることのできる国のうち、日本と経済発展段階が比較的近い欧米先進国や、文化が

比較的近い韓国の 14 か国とした。なお、反動増後のトレンドを確認しようとすると、出

来る限り長い期間を確認する必要があり、最長で 2022 年 11 月までのデータが得られる日

本との整合性の観点から、この頃までデータが整備されていない国については利用してい

ない。 
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図 1 は、第一グループの国々の合計特殊出生率の季節調整済月次系列を示したものである。ま

ず、日本について見ると、2021 年 1 月に急低下を経験していることが分かる。増田（2022）でも指摘

されているように、この 9 か月前は緊急事態宣言が初めて出された時期であるため、この時期に妊

娠が抑制され、その結果その 9 か月後に出生率が急低下したと推察される。その後は反動増を経

験したが、その後はコロナ危機直前の水準に戻り（緩やかなトレンド（平常状態）に戻り）、2022 年 8

月に一時的な急上昇が見られるものの基本的には低下傾向を示している。また、スペイン、イタリア

についても日本と似た動きを示しているが、反動増後の低下傾向は日本ほど明確ではない。ポルト

ガルは、反動増後にコロナ危機直前の水準に戻り、その後 2021 年末頃までは低下傾向を示した

ものの、その後は上昇傾向を示している。韓国は日本と似た動きを示しているが、コロナ危機当初

における低下の程度は小さく、他の時期にコロナ危機による低下以上の低下を経験している。ただ

し、いずれの国も 2021 年 1 月前後8に急低下を経験した後反動増を示し、その後はコロナ危機直

前の元の水準に戻っており、時系列における各局面を見ても上昇傾向を示していないケースが多

く、2018 年 1 月から全体的に見れば低下傾向が続いていると言える。 

図 2 は、第二グループの国々の合計特殊出生率の季節調整済月次系列を示したものである。

アメリカ、ベルギー、フランスも日本等と同様にコロナ危機による急低下を経験し（いずれの国も

2021 年 1 月前後に急低下を経験している 8）、その後反動増を示しているが、その後の傾向が異な

っている。これらの国では、反動増後は緩やかなトレンド（平常状態）に戻っているが、その後はコロ

ナ危機直前と比べて平均的にみると高い水準を示している（すなわち回復傾向を示している）。た

だし、ここ最近低下傾向を示していることには留意する必要があるだろう。 

 他方で、以上の国とは異なり、急低下を経験していない国も存在している。図 3 は、第三グルー

プの国々の合計特殊出生率の季節調整済月次系列を示したものである。オランダ、フィンランド、

スウェーデン、デンマーク、ドイツ、オーストリアはいずれもコロナ危機による急低下を経験しておら

ず（そのため反動増も存在しない）、むしろその時期に急増を経験している。ただし、2021 年の後

半頃から低下傾向を示していることが分かる。しかし、急増後のトレンドを平均としてみると、例外を

除けば、その趨勢は負であっても、日本や韓国等と比べれば平均の負値はそれ程大きなものとは

なっていない（もしくは正値となっている）。これは、後で示す反動増後トレンドダミーの係数から明

らかである（例えば図 5 の縦軸）。ただし、例外的にスウェーデンの低下傾向は強いものとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 
8 Aassve et al. (2021) はコロナ危機の開始を 2020 年 2 月としている。この頃に妊娠した場

合、その 9か月後が 2021 年 1 月前後となる。 
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図 1 コロナ危機による急低下・反動増の後も低下傾向が持続した先進諸国の合計特殊出生率 

（季節調整済系列の月次推移） 

 

資料：Human Fertility Database, Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) and  

Vienna Institute of Demography (Austria)から筆者作成。日本は厚生労働省「人口動態調 

査」、総務省統計局「人口推計」から筆者により計算し作成したもの。 

  注：灰色のマーカーは急低下した時期において観測された時点、黒の四角マーカーは反動増 

の時期において観測された時点を表す。 
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図 2 コロナ危機による急低下・反動増の後は回復傾向を示した先進諸国の合計特殊出生率 

（季節調整済系列の月次推移） 

 

資料：Human Fertility Database, Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) and  

Vienna Institute of Demography (Austria)から筆者作成。 

注：図 1 と同じ。 
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図 3 コロナ危機により急低下を示さなかった先進諸国の合計特殊出生率 

（季節調整済系列の月次推移） 

 

資料：図 2 と同じ。 

  注：灰色のマーカーは急上昇した時期において観測された時点を表す。 

 

以上のように、第一グループと第二グループの国々における、2021 年 1 月前後の出生率の急低

下は、コロナ危機から影響を受けていたことが推察される。 

 

３ 出生率の反動増後のトレンドに及ぼすコロナ危機の影響 

３－１ 影響経路 

前述の通り、日本、イタリア等は反動増の後も低下傾向が持続している一方、アメリカ、フランス

等は反動増の後も回復傾向を示している。セクション 3-2 では、反動増後の変動がコロナ危機から

どれだけ影響を受けているのかについて、急低下を経験した国を主な考察対象として検証を行う

（セクション 3-3 では、日本や韓国といった急低下・反動増後も低下傾向を持続した国を分析対象

とする）。この反動増後は緩やかな平常状態に戻ったと考えられるが、コロナ危機の影響を少なか
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らず受けていると推察される。 

ここで、コロナ危機が出生率に及ぼす影響の経路を理論的に示す。まず、コロナ危機は不安を

増大させることにより出生を抑制するように作用すると考えられる。佐藤（2020）は、コロナ危機は三

つの不安要素（身体的不安、経済的不安、心理的不安）を介して出生に負の影響を及ぼすことを

示しているが、これはコロナ危機が出生に及ぼす一次的な影響と捉えることができるだろう9。この

負の効果は、コロナ危機当初における出生率の急低下において顕著に表れたものと推察される。

他方で、コロナ危機が生じると、リモートワークが一般的となり、家庭で夫婦が一緒に過ごす時間も

多くなり、そのことを通じて出生に対して何がしかの影響が及んだとも考えられる。これは、生活スタ

イルの変化を通じて影響を及ぼすという点で二次的な影響と捉えることができるだろう。この具体的

な内容は以下の通りである。 

Aassve et al. (2020）が指摘するように、ロックダウン期間のように家庭内で夫婦が共に過ごす時

間が増え、家事・育児に費やす時間がより多くなる状況において、家事労働における分担の男女

平等が拡大すれば、女性の負担は軽減され、出生にポジティブな影響を与えることになる。すなわ

ち、性別役割分業意識の弱い国では、コロナ危機により夫婦が共にする時間が増えた場合、家事

労働における分担の男女平等がある程度以上達成されているので、親密性の高まりから出生に対

して強いポジティブな二次的な影響を及ぼし、それが支配的になると解釈できる10。そして、これが

前述のネガティブな一次的な影響を上回っていれば、出生率は上昇すると考えられる。他方で、

性別役割分業意識の強い国では、このポジティブな二次的な効果は十分に作用せず、逆に夫婦

が共にする時間が増えたことが出生に対して強いネガティブな二次的影響を及ぼし、それが支配

的になり、これが前述のネガティブな一次的な効果と相まって出生率を押し下げるとも考えられる11。

以上の関係は図 4 に示す通りである。 

以上の点を踏まえると、前述の国々の区分は、以下の通り性別役割分業意識の高低に基づくと

考えられる12。第一は、性別役割分業意識が強く、急低下・反動増を経験し、その後も低下傾向が 

 
9 この点については、Arpino et al.(2021)や Chen et al.（2022）が示している。Arpino et al.
（2021) 、Chen et al.（2022）は、コロナ危機によりもたらされる経済的に不安定な状況が

出生意欲に対して負の影響を及ぼしていることを明らかにしている。 
10 性別役割分業意識の弱い国でも、後述するネガティブな二次的影響は存在しているが、

ポジティブな二次的影響よりも弱いものと考えられる。 
11 Voicu and Badoi (2021)は、ジェンダーの役割がコロナ危機の出生に及ぼす影響を仲介す

るとしている。 
12 佐藤（2008）、阿藤（2017）によれば、第一グループに属する日本、韓国等は性別役割

分業意識が強く、ドイツ、オーストリアを除く第二、第三グループに属する国々は性別役

割分業意識が弱いとされる。ドイツ、オーストリアは性別役割分業意識が強い国として捉

えられている。このため、これらの国について急低下を経験しなかった理由については他

の要因が作用していた可能性もある。ただし、近年、ドイツでは国民の間で性別役割分業

意識が大きく変化しており、これを否定的に捉える人の割合が、2000 年代中頃には 1980 

年代前半頃と比べて 2倍以上に増加しているとの指摘がある（労働政策研究・研修機構 

2012）。この傾向は、ドイツと同じドイツ語圏の国であるオーストリアでも見られる可能

性がある。また、これら両国の出生率は第三グループの特徴的傾向を示している。このた
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図 4 コロナ危機が出生率に及ぼす影響の概念図 

 

 

持続したことが特徴的なケースである。これには、第一グループの日本や韓国等が該当する。これ

らの国では、性別役割分業意識が強いため、前述のポジティブな二次的効果は顕在化しなかった

ものと推察される。第二は、性別役割分業意識が弱く、急低下・反動増を経験したものの、その後

は回復傾向が特徴的なケースである。これには、第二グループのアメリカ、フランス等が該当する。

これらの国では、急低下期には前述のポジティブな二次的効果が十分に作用しなかったものの、

急低下・反動増後の時期にはその効果が顕在化したと推察される。第三は、性別役割分業意識が

弱く、急低下がそもそも生じず、むしろ急増を経験したケースである。これには、第三グループのフ

ィンランド、デンマーク等が該当する。これらの国では、第一、第二のグループでは急低下期だっ

た時期から既に前述のポジティブな二次的な効果が顕在化していた可能性もある。 

 次節以降では、反動増後の変動がコロナ危機から影響を受けているかどうかについて分析を行う

が、その際に、急低下、急低下・反動増後のトレンドがいずれも性別役割分業意識により影響を受

けているかどうかについても定量的な検証を行う。 

 

３－２ コロナ危機が出生率へ及ぼす影響と性別役割分業意識 

これ以降、出生率の急低下のみならず、急低下・反動増後の平常状態における変動もコロナ危

機からどの程度影響を受けているかを検証するため、前述の 14 か国のデータを用いて数量的に

分析する。コロナ危機当初における急低下は、コロナ危機からの初期の負の影響を受けていること

を示す証拠となりえるので、急低下と急低下・反動増後のトレンドの間に正の関係が導き出されれ

ば、コロナ危機の初期の負のインパクトが強いほど平常状態に戻った後の負の影響も強い、すな

わちコロナ危機は平常状態に戻った反動増後の負のトレンドにも影響を与えている可能性を示す

ことになると考えられる。そこで、セクション 3-2 ではまず、この検証を行うべく、14 か国の合計特殊

出生率の月次データによる回帰分析の推定結果を用いたクロスセクション回帰分析を行うことによ

り、急低下を経験した国を主な考察対象として検証を行う。 

 
め、本論文ではドイツ、オーストリアも性別役割分業意識の弱い国として話を進めること

とする。 

コロナ危機 出生率の変化

・コロナ危機当初の
出生率の変化

・コロナ危機開始から
しばらく経過した後
の出生率トレンド

生活スタイル
の変化

一次的影響（負の影響）

二次的影響（正と負の影響）
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具体的な分析手法は以下の通りである。まず、先に示した 14 の国ごとに、急低下を経験した時

期を 1 とするダミー変数（急低下ダミー）と、反動増の後のトレンドを 1 とするダミー変数（反動増後ト

レンドダミー）の二つを説明変数として設定し、これらに被説明変数である月次の合計特殊出生率

の季節調整済系列13を回帰する（各係数は図 5～7 に示す通りである）。急低下ダミーのうち急低下

を経験していない国については、急上昇した時期が 1 となるダミー変数とする。すなわち、この急低

下ダミーは、実際はコロナ危機の初期における出生率の急変動を広く捉えたダミー変数ということ

になる。これらの急低下もしくは急上昇は、2021 年 1 月前後に対前月差分で見て大きく低下もしく

は上昇した期間において観測された時点を対象としている。また、反動増後のトレンドは、反動増

期間（急低下直後に対前年差分で見て大きく上昇した期間）における最後の月の次の月からを対

象としている。この場合も、急低下を経験していない国については反動増も経験していないことから、

反動増後トレンドは、急上昇期間における最後の月の次の月からを対象としている。すなわち、こ

の反動増後トレンドダミーは、コロナ危機の初期のインパクトが落ち着いた後の平常状態のトレンド

を広く捉えたダミー変数ということになる。 

各国の急低下もしくは急上昇の時期、および反動増もしくは急上昇後のトレンド開始時期は表 1

の通りである。特徴としては、急低下（急低下を経験しなかった国は急上昇）が 2021 年 1 月前後に

集中していることと、反動増後のトレンド（急低下を経験しなかった国は急上昇後のトレンド）の開始

時期が 2021 年 2～5 月頃に集中していることが挙げられる。このことは、先に示した図 1～3 からも

確認可能である。 

急低下ダミーが反動増後トレンドダミーに有意な正の影響を与えているならば、コロナ危機が反

動増後の平常状態のトレンドにも影響を与えていることを推察できる14。そこで次に、このことを明ら

かにするため、時系列データを用いた回帰分析により得られた各国の 2 つの係数を用いてクロスセ

クション回帰分析を行う。 

まず、両者の相関の強さを確認してみる。図 5 は、これらの国ごとの二つのダミー変数の係数の

相関を示したものだが、決定係数は 0.047（相関係数は 0.217）と両者には弱いながら正の相関が

あることを確認できる。また、韓国とスウェーデンは外れ値となっており、これらを除外すると決定係

数は 0.157（相関係数は 0.396）と大きくなっている。ここから、急低下が強い国ほど反動増後のトレ

ンドも低下傾向が強いことが推察される。なお、日本は急低下、急低下・反動増後の低下トレンドい 

 
13 各国の対象期間は表 1に明記した通りである。これは図 1～3の対象期間とも同じであ

る。 
14 この分析の主な考察対象は急低下を経験した国であるが、実際分析を行う際には急低下

を経験していない国のデータも用いる。これは以下の理由による。すなわち、急低下を験

験した国では、急低下の程度が強いほど反動増後の負のトレンドも強いという関係が予想

されるが、急低下を経験しなかった国でも、急上昇が強いほどその後のトレンドも正の値

が強いという関係が予想されるからである。したがって、これらすべての国を合わせて分

析を行っても、急低下時期のトレンドと反動増後のトレンドの関係を分析することは可能

であり、できるだけ多くのサンプルサイズを確保するという意味からも必要と考えられ

る。 
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表 1 各国における出生率の急低下もしくは急上昇の時期、および反動増もしくは急上昇後のト 

レンド開始時期 

 

 

 

 

図 5 急低下ダミーの係数（横軸）と反動増後トレンドダミーの係数（縦軸）との相関 

 

 

 

 

 

 

国名 全対象期間 急低下の時期 反動増の時期
反動増後の

トレンド開始時期

フランス 2018/01～2022/09 2020/11～2021/01 2021/02～04 2021/05～

アメリカ 2018/01～2022/06 2020/12～2021/01 2021/02～04 2021/05～

ベルギー 2018/01～2022/09 2020/12～2021/01 2021/02～03 2021/04～

イタリア 2018/01～2022/08 2020/11～12 2021/01～03 2021/04～

スペイン 2018/01～2022/09 2020/11～2021/01 2021/02～03 2021/04～

ポルトガル 2018/01～2022/09 2020/12～2021/01 2021/02～03 2021/04～

韓国 2018/01～2022/09 2020/10～12 2021/01 2021/02～

日本 2018/01～2022/11 2021/01 2021/02～03 2021/04～

国名 全対象期間 急上昇の時期
急上昇後の

トレンド開始時期

オランダ 2018/01～2022/10 2021/02 2021/03～

フィンランド 2018/01～2022/10 2021/02 2021/03～

スウェーデン 2018/01～2022/09 2021/02 2021/03～

デンマーク 2018/01～2022/09 2021/01 2021/02～

ドイツ 2018/01～2022/08 2020/12～2021/03 2021/04～

オーストリア 2018/01～2022/09 2021/01～02 2021/03～
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図 6 ジェンダーギャップ指数（横軸）と急低下ダミーの係数（縦軸）との相関 

 

図 7 ジェンダーギャップ指数（横軸）と反動増後トレンドダミーの係数（縦軸）との相関 

 

 

表 2 コロナ危機当初の急低下が反動増後のトレンドに及ぼす影響 

 

注：***は 1％水準で有意、**は 5％水準で有意、*は 10％水準で有意 

 

ずれも強いことが分かる。韓国は、急低下の割に反動増後の低下トレンドが強いことが特徴的であ

る。スウェーデンは、図 3 で見る限り急上昇が確認されたものの、急低下ダミーの係数は非常に小

さい（実際有意ではない）が負となっている。また、その割に反動増後の低下トレンドが強いことも特

徴的である。いずれにしても、前述の議論の通り、急低下ダミーと反動増後トレンドダミーの関係に
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急低下ダミーの係数 -0.009 -0.134

ジェンダーギャップ指数 0.441 ** 2.869

韓国ダミー -0.057 ** -2.307

スウェーデンダミー -0.117 *** -5.129

定数項 -0.361 ** -2.972

サンプルサイズ
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は性別役割分業意識の強さが介在していると考えられる。 

そこで次に、実際に急低下ダミーと反動増後トレンドダミーが性別役割分業意識と関係があるか

どうかについて定量的に検証を行う。ここでは、性別役割分業意識の強さを表す変数としては、ジ

ェンダーギャップ指数を用いる。この指数は、男女格差を測る指数であり、「経済」「政治」「教育」

「健康」の４つの分野のデータから作成されている（男女共同参画局 2022）。これが 1 に近いほど

（すなわち大きいほど）男女平等が達成されていることを示す。なお、ジェンダーギャップ指数の構

成要素には、女性管理職割合のように必ずしも出生とは関係のない要素も含まれているが、男女

平等が様々な角度から達成されている国であれば、結果として家庭内の男女平等も達成されてい

る可能性が高く、前述の二次的効果を通じて間接的に出生に対してポジティブな影響を与えるも

のと考えられる。図 6、7 は、国ごとのジェンダーギャップ指数15と急低下ダミー、反動増後トレンドダ

ミーとの相関を示したものである。これらを見ると明らかなように、それぞれの決定係数（相関係数）

は 0.307（0.554）、0.224（0.473）であり、性別役割分業意識が弱い国ほど急低下は弱く、また反動

増後の低下トレンドも弱いという相関が見出だされている。日本と韓国は、ジェンダーギャップ指数

が低く（男女の不平等度合いが強く）出生率の低下傾向が強いことが特徴的である。こうした出生

率の急低下や反動増後の低下トレンドとジェンダーギャップ指数との相関がある程度強いことは、

ジェンダーギャップ指数がこれらの変数の交絡項として作用していることを示唆している。 

 そこで次に、国ごとの反動増後トレンドダミーの係数を被説明変数、急低下ダミーの係数を説明

変数とするクロスセクション回帰モデルを推定するが、説明変数としてジェンダーギャップ指数も組

み入れることとした。さらに、先に示したように韓国とスウェーデンは外れ値を示していたため、これ

らの国を表すダミー変数も説明変数に組み入れた。回帰分析結果は表 2 に示す通りである。サン

プルサイズが 14 と少ない点には留意する必要があるが、ジェンダーギャップ指数は有意に正であ

り、性別役割分業意識が低いほど反動増後の出生率の低下は弱い16という結果となっている。また、

スウェーデンや韓国のダミー変数は予想通り有意に負となっている。ただし、急低下ダミーは正だ

が有意となっていない。この結果は、先に示した図 5 における解釈が成り立たない可能性のあるこ

とを示唆している。すなわち、コロナ危機は一次的、二次的いずれの影響についても、急低下・反

動増後の出生率トレンドには有意な影響を与えていない可能性が示唆される。ただし、経済的な

不安等によりもたらされる一次的な負の影響については、時間とともに弱まると考えられるので、こ

 
15 各国のジェンダーギャップ指数のデータは、World Economic Forum (2022) Global Gender 
Gap Report 2022 から用いている。なお、この指標の国間の序列が、本論文で各国を区分し

た三つのグループの状態と必ずしも一致していないことには留意する必要がある。例え

ば、性別役割分業意識が弱いと捉えた国でも相対的にジェンダーギャップ指数が低い国

（オランダ、デンマーク）はあるし、逆に性別役割分業意識が強いと捉えた国でも相対的

にジェンダーギャップ指数が高い国（スペイン、ポルトガル）もある。 
16 木滝（2022）では、コロナ危機開始当初における出生数の変化（2021 年第 1四半期の前

期比を用いて表したもの）を対象とし、男性に対して相対的に女性の非賃金労働時間が長

いほどコロナ危機による出生数の低下が大きい、すなわちジェンダー不平等が大きいほど

出生数の低下が大きいことを示している。 
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れが有意でなかったことにある程度寄与していた可能性はある。 

 

３－３ 急低下・反動増前後のトレンド比較 

 次に、急低下・反動増後のトレンドにコロナ危機がどの程度影響を与えているかについて、別の

角度から検証を行うことにする。すなわち、急低下を経験した国のうち、反動増後も低下傾向が持

続していた性別役割分業意識の強い日本、韓国、イタリア、スペイン、ポルトガルの合計特殊出生

率の月次データを用いることにより、これらの国の急低下・反動増前後におけるトレンドの違いから

検証を行う。 

 そこで、急低下・反動増前後におけるそれぞれのトレンドの傾きを確認してみる。具体的には、急

低下・反動増の時期を除いたデータセットを作成し、この時期前後それぞれのトレンドの傾き（すな

わち合計特殊出生率の季節調整済月次系列を被説明変数とし、これを説明変数とするトレンドに

回帰した推定式における係数）を確認する。 

図 8 は、日本、韓国、イタリア、スペイン、ポルトガルについて、2018 年 1 月以降の急低下・反動

増の時期を除いた合計特殊出生率の推移を図示したものある。この時期前後のトレンドを表すべく、

それぞれの合計特殊出生率の推移に近似曲線およびトレンドに回帰した推定式を示してある（傾

きは表中にも別掲）。これを見ると明らかなように、ポルトガルを除くと17、全ての国でいずれのトレン

ドも負のトレンドであることが分かる。そして、日本が唯一、急低下・反動増前の負のトレンドよりも急

低下・反動増後の負のトレンドの方が強いことが分かる。また、日本の急低下・反動増後の期間に

ついて、2022 年 8 月の急上昇の影響を除去するため 2022 年 7 月までについて見ると、急低下・

反動増後の負のトレンドはより強まっていることが分かる。 

ただしこの図では、急低下・反動増前後における期間が異なるため、公平な比較となっていない

可能性がある。そこで、前後の期間を同じにした比較も行ってみる。すなわち、2018 年 1 月以降、

急低下・反動増前の期間は後の期間よりも長いので、前の期間については、後の期間と同じ範囲

ごとに傾きを計算し、後の期間の傾きと比較する。例えば、日本だと後の期間は 2021 年 4 月から

2022 年 11 月までの 20 か月分が存在しており、前の期間は 2018 年 1 月から 2020 年 12 月までな

ので、そこでは 2018 年 1 月～2019 年 8 月における 20 か月分の傾き、2018 年 2 月～2019 年 9 月

における 20 か月分の傾きというように、2019 年 5 月～2020 年 12 月における 20 か月分の傾きまで

を順次計算し、それらを急低下・反動増後の期間の傾きと比較する。他の国も同じ要領で分析を行

う。 

図 9 は、各国についてこの要領で計算した各期間の傾きを示したものである。灰色の塗りつぶし

は急低下・反動増後の全期間の傾き（図 8 でも提示）、白色の塗りつぶし（日本のみ）は急低下・反 

動増後の 2022 年 7 月までの傾き（図 8 でも提示）、ドットの塗りつぶしは急低下・反動増前の全期

間の傾き（図 8 でも提示）、黒の塗りつぶしは急低下・反動増前の各期間の傾きを示している。これ 

 
17 ポルトガルは期間全体を通して見ると弱いが負のトレンドを確認できるが、急低下・反

動増前後のトレンドを別個で見ると負のトレンドは見られない。 
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図 8 各国の急低下・反動増前後のトレンド 

 

 

注：粗い破線は急低下・反動増後のトレンド、細かい破線は急低下・反動増前のトレンドを示す。 
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図 9 各国の急低下・反動増前後の期間ごとのトレンドの傾き 

 

注：灰色の塗りつぶしは急低下・反動増後の全期間の傾き、白色の塗りつぶし（日本のみ）は急 

低下・反動増後の 2022 年 7 月までの傾き、ドットの塗りつぶしは急低下・反動増前の全期間 

の傾き、黒の塗りつぶしは急低下・反動増前の各期間の傾きを表す。 

 

を見ると、おおむね図 8 と同じ傾向が見て取れる。すなわち、日本では、反動増後のトレンドを反動

増前における各期間のトレンドと比較すると、ほとんどの期間について反動増後の負のトレンドの方

が強く（201801～201908、201802～201909、201803～201910、201804～201911 については逆で

あるが差はわずかである）、またここでも反動増後の 2022 年 7 月までの傾きと比較すると反動増後

の負のトレンドの大きさは顕著となることが分かる。一方、韓国、スペイン、イタリアでは逆の結果と

なっており、どの急低下・反動増前の期間と比較しても、急低下・反動増後の負のトレンドの方が弱

いことが示されている。 

このことは、日本では、マクロで見た場合にコロナ危機による反動増後の二次的影響がネガティ

ブな効果として強く作用したものと推察される。他の国では、マクロで見た場合にこの影響がそれほ
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ど大きくなかったため、急低下・反動増前の負のトレンドの方が大きくなっていたものと推察される。

日本では、コロナ危機に起因する負の効果が強く、少子化傾向を強めるように作用した可能性が

示唆される。見方を変えるならば、このことは日本の少子化傾向が頑健であることを示しているとも

言えよう。韓国は日本と似た文化を持ち、出生率もかなり低い国ではあるが、日本とは異なりコロナ

危機からの影響はそれ程強くはないようである。 

 

おわりに：総括と政策的含意 

 本分析は、日本、韓国および欧米先進国における月次の合計特殊出生率のデータを用いること

により、コロナ危機が出生に及ぼした影響を多面的に定量的な分析を行った。ここでは、コロナ危

機開始からしばらく経過した後の時期における出生変動がコロナ危機からどの程度影響を受けて

いるかに焦点を当てた。 

日本、韓国および欧米先進諸国の合計特殊出生率の月次データによる回帰分析の推定結果を

用いたクロスセクション回帰分析からは、コロナ危機が出生率の急低下・反動増後のトレンドに影響

を与えているという結果を示すことはできなかった。 

ただし、国ごとの合計特殊出生率の月次データを用いて急低下・反動増前後のトレンドの比較

を詳細に行った結果、日本ではこの時期の前よりも後の負のトレンドの方が強く、韓国、スペイン、

イタリアでは逆であることが示された。このことから、日本の急低下・反動増後のトレンドは、コロナ危

機に起因する負の効果を強く受け、その結果少子化傾向が強まっている可能性が示唆された。こ

のことは、日本の少子化傾向が頑健であることを示しているとも言える。韓国は日本と似た文化を

持ち、出生率もかなり低い国ではあるが、日本とは異なりコロナ危機からの影響はそれ程強くはな

いようである。 

ここではまた、急低下、急低下・反動増後のトレンドいずれも性別役割分業意識と関連がある、

すなわち性別役割分業意識が強いほどいずれも低下の程度が強いことも明らかにされた。このこと

から、性別役割分業意識を弱めることによりコロナ危機の出生率に及ぼす負の影響を弱めることが

できると考えることもできるだろう。 

日本の合計特殊出生率の低さは先進国の中でも顕著であり、この日本においてコロナ危機の影

響が依然として強く続いている可能性が示唆されたことは意義深いと考えられる。また、日本と比べ

て少子化が深刻な韓国よりも、日本の方がコロナ危機による影響が強かったことを示せた点も重要

である。日本においては、コロナ危機と併せて少子化問題をより深刻に捉え、対策を行っていく必

要があるだろう。そして、この政策として考えられる重要なものの一つは、前述の性別役割分業意

識を弱めることに繋がる政策だと考えられる。 

本分析は、ポストコロナにおける日本の出生変動について、コロナ危機が出生率に及ぼす影響

の視点から明らかにした。ただし、探索的な分析に留まっており、コロナ危機が出生率に与える因

果的な影響を示すまでには至っていない。今後は、コロナ危機と出生率との因果関係を導出する

ため計量分析を深めていく必要がある。また、本分析はマクロデータを用いたものであり、反動増

後における個々人の実態や属性を反映したものではない。確かに、マクロな視点から分析を行っ
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たことにより、コロナ危機が国全体の出生率に影響を及ぼしていたかどうかについては検証できた

が、ポストコロナにおける個々人の生活様式がコロナ危機前と比べてどの程度変化し、またこの変

化は出生に対してどれだけまたどのような影響を及ぼしているかを検証することも同時に必要だろ

う。これらは今後の課題である。 
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